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医療機器の保険適用について（平成２９年９月収載予定） 

区分Ｃ２（新機能・新技術） 

 
販売名 企業名 保険償還価格 算定方式 補正加算等 

外国平均 

価格との比 
頁数 

① 
IMPELLA補助循環用ポンプ 

カテーテル 

日本アビオメッド 

株式会社 
2,590,000円 原価計算方式 なし 0.99 ３ 

 

 

 

中 医 協  総 － １ 

２ ９ ． ７ ． ２ ６ 
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<余白> 
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医療機器に係る保険適用決定区分及び価格（案） 

 

販売名     IMPELLA補助循環用ポンプカテーテル 

保険適用希望企業  日本アビオメッド株式会社 

 

販売名 決定区分 主な使用目的 

IMPELLA補助循環用

ポンプカテーテル 

C2（新機能・

新技術） 

本品は、心原性ショック等の薬物療法抵抗性の

急性心不全に対して、大腿動脈から左心室内に挿

入・留置し、左心室から直接脱血し、上行大動脈

に送血することにより体循環を補助するカテー

テル式の血液ポンプである。 

 

○ 保険償還価格 

留意事項案 

関連学会の定める診療に関する指針を遵守した場合に限り算定できる。 

 

○ 準用技術料 

初日（１日につき） 

   K602 経皮的心肺補助法   11,100点 

 ２日目以降 

   K600 大動脈バルーンパンピング法 3,680点 

 

○ 推定適用患者数（使用目的上の適用対象となる患者数） 

5,700人／年 

 

○ 市場規模予測（ピーク時） 

 予測年度：10年度 

 推定適用患者数のうち本医療機器使用患者数：1,530人／年 

 予測販売金額：39.6億円／年 

販売名 償還価格 原価計算方式 
外国平均価

格との比 

IMPELLA補助

循環用ポンプ

カテーテル 

2,590,000円 

製品総原価 2,024,765円 

0.99 
営業利益 152,402円 

（流通経費を除く価格の 7.0%） 

流通経費 223,238円 
（消費税を除く価格の 9.3%） 

消費税 192,032円 
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［参考］  

 

○ 企業希望価格 

販売名 償還価格 類似機能区分 
外国平均価

格との比 

IMPELLA補助循環用ポン

プカテーテル 
3,100,000円 原価計算方式 1.19 

 

○ 準用希望技術料 

初日（１日につき） 

   K602 経皮的心肺補助法   11,100点 

   ※カットダウン法を行う場合にあっては、K610動脈形成術、吻合術「４」（15,340点）

を従たる手術と位置づけることを希望する。 

 ２日目以降 

   K600 大動脈バルーンパンピング法 3,680点 

 

 

 

○ 諸外国におけるリストプライス 

販売名 
アメリカ 

合衆国 
連合王国 ドイツ フランス 

オースト

ラリア 

外国平均 

価格 

IMPELLA補

助循環用ポ

ンプカテー

テル 

28,500米

ﾄﾞﾙ

（3,078,00

0円） 

16,700 ﾎﾟ

ﾝﾄﾞ

（2,388,

100円） 

20,750 ﾕｰﾛ

（2,469,25

0円） 

20,750 ﾕｰﾛ

（2,469,25

0円） 

－ 
2,601,150

円 

 

１米ドル＝ 108円 １ポンド＝143円 

１ユーロ＝ 119円   １豪ドル＝－ 

（平成 28年５月～平成 29年４月の日銀による為替レートの平均) 

 



１ 販売名  IMPELLA補助循環用ポンプカテーテル   

２ 希望業者 日本アビオメッド株式会社 

３ 使用目的 

本品は、心原性ショック等の薬物療法抵抗性の急性心不全に対して、大

腿動脈から左心室内に挿入・留置し、左心室から直接脱血し、上行大動

脈に送血することにより体循環を補助するカテーテル式の血液ポンプで

ある。 

 

 

 

 

 

 

４ 構造・原理 

 

製品概要 

製品特徴 
出典：企業提出資料 

 カテーテル先端の吸入
部が左心室に、吐出部
が大動脈に位置するよ
う留置し、内蔵インペラ
の回転で順行性の血流
を発生させ、左心室から
の直接脱血による除荷
と体循環の維持を行う。 

適正使用 

• 本品に関連する10学会より構成される「補助人工心臓治療関連学会協議
会」が、適正使用指針の細目検討やレジストリの運営、指針の運用を担当
することとなっている。 

• 同協議会の役割は以下の通り。 
 適正使用のための基準の作成、運用、見直し 
 レジストリ（承認後4年間の全症例を対象とする市販後調査を含む）

を構築し症例成績を検証 
 不適正な使用や過剰な使用を制限するモニタリングや指導 
 適正な使用の普及とそのための適用基準の一層の明確化 

補助循環装置の特徴比較 

出典：日本アビオメッド株式会社 出典：テルモ株式会社 WEBサイトより 出典：Abiomed, Inc. 出典：Abiomed, Inc. 
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